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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　搬送装置（１）のコンベヤベルト（３８）の搬送表面（３７）上に堆積し、固形残渣出
口（１７）の方向に搬送される燃焼プロセスの固形残渣（３２）を冷却する方法において
、
　搬送中、固形残渣（３２）から気体冷却剤まで熱が伝導され、コンベヤベルト（３８）
には、その搬送表面（３７）の反対方向に配向した側でのみ冷却剤が作用し、コンベヤベ
ルト（３８）が本質的に冷却剤に対する不浸透性を有し、コンベヤベルト（３８）との接
触によって加熱された冷却剤の少なくとも一部が、搬送表面（３７）の反対方向に配向し
た側で抽出され、
　前記固形残渣（３２）を冷却するためには、前記固形残渣（３２）が内部に配置されて
いる空間とは別個の空間内で冷却剤を単に循環させるだけである、ことを特徴とする方法
。
【請求項２】
　搬送装置（１）上に堆積し固形残渣の温度が２００℃～５００℃、好ましくは２００℃
～３００℃の範囲内にある、ことを特徴とする請求項１に記載の方法。
【請求項３】
　固形残渣（３２）が、固形残渣出口（１７）まで搬送される間に１５０℃未満、好まし
くは１００℃未満まで冷却される、ことを特徴とする請求項１又は２に記載の方法。
【請求項４】
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　加熱された冷却剤が、抽出後加熱媒体として使用される、ことを特徴とする請求項１～
３の何れか一項に記載の方法。
【請求項５】
　冷却剤が空気である、ことを特徴とする請求項１～４の何れか一項に記載の方法。
【請求項６】
　コンベヤベルト（３８）には、作用の対象となるコンベヤベルト（３８）の表面から３
０ｃｍ未満、好ましくは２０ｃｍ未満そして最も好ましくは１０ｃｍ未満の距離のところ
に少なくとも一部が配置されている気体ノズル開口部を介して冷却剤が作用する、ことを
特徴とする請求項１～５の何れか一項に記載の方法。
【請求項７】
　固形残渣（３２）を搬送するための搬送表面（３７）を伴うコンベヤベルト（３８）を
含む、請求項１～６の何れか一項に記載の方法を実施するための搬送装置（１）において
、
　固形残渣（３２）を冷却するための手段を含み、該手段が気体冷却剤を導入するための
冷却剤供給部と固形残渣（３２）により加熱された冷却剤の少なくとも一部を抽出するた
めの冷却剤排出部とを含み、コンベヤベルト（３８）が本質的に冷却剤に対する不浸透性
を有し、冷却剤供給部および冷却剤排出部は、冷却剤が搬送表面（３７）の反対方向に配
向したコンベヤベルト（３８）の側のみと接触するような形で構成されている、ことを特
徴とする搬送装置。
【請求項８】
　コンベヤベルト（３８）が、少なくとも２つのローラーの周りで誘導され送りレーン（
３０）および戻りレーン（３１）を伴う１つのループを形成するエンドレス搬送ベルトで
あり、ループが、横方向に配置された側壁（３９１、３９２）と共に１つの空間（４７）
を包囲し、該空間に対し、冷却剤供給部および冷却剤排出部が配置されている、ことを特
徴とする請求項７に記載の搬送装置。
【請求項９】
　冷却剤供給部には、送りレーン（３０）の下方の空間（４７）に側壁（３９２）を介し
て連結され、搬送表面（３７）の反対方向に配向した側に冷却剤を導入することのできる
冷却剤供給管（４３ａ～４３ｄ）が含まれ、冷却剤排出部には、送りレーン（３０）の直
下の空間（４７）に側壁（３９１）を介して連結され、コンベヤベルト（３８）との接触
によって加熱された冷却剤の少なくとも一部を抽出する冷却剤排出管（２３ａ～２３ｄ）
が含まれている、ことを特徴とする請求項８に記載の搬送装置。
【請求項１０】
　送りレーン（３０）と戻りレーン（３１）との間の空間（４７）が、送りレーンの平面
に対して本質的に平行に走る壁で分割されて、送りレーンとこの壁との間に隙間を形成し
、冷却剤供給部と冷却剤排出部がこの隙間の中に配置されるか、またはこの隙間に連結さ
れている、ことを特徴とする請求項８又は９に記載の搬送装置。
【請求項１１】
　送りレーン（３０）と戻りレーン（３１）との間の空間（４７）が、搬送方向で少なく
とも２つの区画に分割されており、導入されるべき冷却剤の量を制御するための少なくと
も１つのバルブが、異なる区画に割当てられるかまたは異なる区画に連結された冷却剤供
給部および／または排出に対して設けられている、ことを特徴とする請求項８～１０の何
れか一項に記載の搬送装置。
【請求項１２】
　冷却剤供給部には、作用の対象となるコンベヤベルト（３８）の表面、詳細には送りレ
ーンの下側から３０ｃｍ未満、好ましくは２０ｃｍ未満そして最も好ましくは１０ｃｍ未
満の距離のところに少なくとも一部が配置されている開口部を有する気体ノズルが含まれ
ている、ことを特徴とする請求項７～１１の何れか一項に記載の搬送装置。
【請求項１３】
　冷却剤供給管（４３ａ～４３ｄ）に連結された冷却剤供給ノズル管（４５ａ～ｄ）が、
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その最上位領域内にノズル管開口部（３６ａ～３６ｄ）を有する、ことを特徴とする請求
項９～１２の何れか一項に記載の搬送装置。
【請求項１４】
　請求項７～１３の何れか一項に記載の搬送装置（１）を含むことを特徴とする廃棄物燃
焼プラント。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、請求項１の前段に係る燃焼プロセスの固形残渣(solid residues)を冷却する
ための方法、ならびにこの方法を実施するための搬送装置(conveying device)に関する。
【背景技術】
【０００２】
　家庭廃棄物、代用燃料、バイオマスおよび他の材料などの固形燃料を燃焼させるための
燃焼プラントは、当業者にとっては周知のものである。このタイプのプラントは、固形物
が、一次空気と呼ばれるものの供給を用いて内部で燃焼させられる燃焼室を含む。そのよ
うな状況下では、固形物は、燃焼室の入口と出口の間のさまざまな部分的プロセスを通り
、これらのプロセスは、広義では、乾燥、着火、燃焼および灰の焼却に分割される。
【０００３】
　廃棄物燃焼の分野において、燃焼プロセスの終了時に存在する固形残渣の塊は、クリン
カー(clinker)として公知である。固形残渣のさらなる部分は例えば集塵灰(fly ash)とし
て存在することができ、この集塵灰は本質的に、煙道ガスの流れ方向に見た場合の下流側
で実施される排ガス浄化プロセス中にフィルタを用いて分離される。
【０００４】
　クリンカーは、概してシュート(chute)を含むクリンカー除去装置を用いて廃棄物燃焼
プラントから除去され、シュートを介して、クリンカーは燃焼室から水が満たされた樋内
へと落下する。このようにして急冷されたクリンカーは、次に例えば対応するラムを用い
て駆出され、さらに中間貯蔵所（バンカーまたはコンテナ）内に輸送される。
【０００５】
　廃棄物燃焼プラントの付加価値創出を目的として、クリンカーから再利用可能な材料を
回収するために以前から多大な努力が払われてきた。この回収を目的として、クリンカー
には好適な分離が施される。しかしながら、考えられる最も完全な分離は、乾燥したクリ
ンカー上でのみ行なうことができる。
【０００６】
　したがって、例えば特許文献１は、クリンカーを少なくとも１つの乾燥した細かい部分
と粗い部分とに分離することを可能にする廃棄物燃焼プラントの燃焼室から乾燥クリンカ
ーを調製するためのクリンカー調製装置について記載している。
【０００７】
　乾燥クリンカーをできる限り急速に除去し、該当する場合にはさらなるプロセスのため
に利用可能な状態にすることができるためには、このクリンカーを冷却しなければならな
い。
【０００８】
　このために、例えば空気に排出される熱が燃焼室に戻されるような形で、灰の除去方向
に対し逆流でバルブによって制御される一定量の空気が全体にわたって排出されるコンベ
ヤベルトを含む、乾燥ボトム灰を連続的に除去するための装置について記載する特許文献
２に係る装置が、原則として想定可能である。
【０００９】
　さらに、特許文献３は、高温材料が、材料全体にわたり流動する冷却用空気によって冷
却され、さらに搬送手段の上部レーンの下側に液体噴霧媒体が噴霧される１つの方法につ
いて記載している。水をコンベヤベルトの下側に噴霧することは、特許文献４中でも同様
に教示されている。
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【００１０】
　特許文献２、特許文献５および特許文献３に係る冷却のために必要とされる灰床全体に
わたる気体流に起因して、これには、対応する搬送装置の内部空間内に比較的大量の空気
を導入することが関与する。しかしながら焼却およびエネルギー収支にとって有害である
と思われる燃焼室内の温度降下を防止するためには、燃焼室に到達する冷却用空気の量を
可能な限り少なくすることが保証されなければならない。
【００１１】
　この背景に対して、特許文献５は、搬送表面および灰床を通る空気の流れを可能にする
ための開口部が具備されている搬送表面を有するコンベヤベルトを含む、燃焼室からの灰
を冷却するための装置を提案している。これは、より少ない空気でのより効率の良い冷却
を可能にするように意図されたものである。
【００１２】
　しかしながら、特許文献２および特許文献５の両方に記載の方法の一般的欠点は、高価
な措置を用いて対処しなければならない実質的な粉塵形成にある。さらに、両方の方法に
おいて、制御されていない量の空気が燃焼室内に入り、このため燃焼室内の温度降下が導
かれ、これはエネルギー収支および焼却にとって有害である。
【００１３】
　特許文献３に記載の技術に関しては、その中で推奨されている液体噴霧媒体の使用から
、搬送装置およびその構成部品の腐食の可能性に関連してさらなる問題が発生する。さら
に、液体噴霧媒体の使用を理由として、比較的頻繁にメンテナンス作業を実施する必要が
あり、このことは同様に、運転休止時間をも暗に意味している。最後に、充分な給水が存
在することおよび方法により生成される廃水が処理または処分可能であることを保証する
必要がある。
【先行技術文献】
【特許文献】
【００１４】
【特許文献１】欧州特許出願公開第２７７８５２３Ａ号明細書
【特許文献２】欧州特許出願公開第０２５２９６７Ａ号明細書
【特許文献３】独国特許出願公開第１０２００９０６０３０５Ａ１号明細書
【特許文献４】オランダ特許第１０１８６８３号明細書
【特許文献５】欧州特許出願公開第２６６５９７１Ａ号明細書
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【００１５】
　したがって、本発明は、固形残渣の冷却を可能にするものの、同様にあまり手もかから
ずかつ燃焼プラント全体の有利なエネルギー収支に貢献する、燃焼プロセスの固形残渣を
冷却するための方法を提供することを目的としている。詳細には、先行技術の上述の欠点
、具体的には停滞空気により損なわれる燃焼プラントのエネルギー収支および著しい塵埃
形成は回避されなければならない。
【００１６】
　さらに、排ガス浄化により生成された灰を冷却するために、示された発明を使用するこ
とをさらに想定することが可能である。
【課題を解決するための手段】
【００１７】
　この目的は、本発明によると、請求項１に記載されている方法を用いて達成される。本
発明の好ましい実施形態は、従属請求項中に再現されている。
【００１８】
　請求項１に記載されている通り、こうして本発明は、搬送装置のコンベヤベルトの搬送
表面上に堆積し固形残渣出口の方向に搬送される燃焼プロセスの固形残渣を冷却するため
の方法において、搬送中、固形残渣から気体冷却剤まで熱が伝導される方法に関する。
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【００１９】
　本発明によると、コンベヤベルトには、このとき、その搬送表面の反対方向に配向した
側でのみ冷却剤が作用し、コンベヤベルトは、本質的に冷却剤に対する不浸透性を有する
。
【００２０】
　典型的には、搬送装置上に堆積した固形残渣の温度は２００℃～５００℃、好ましくは
２００℃～３００℃の範囲内にある。
【００２１】
　これらの固形残渣は、固形残渣出口まで搬送される間に１５０℃未満、好ましくは１０
０℃未満まで冷却される。
【００２２】
　本発明によると、冷却剤は気体である。以下で説明される通り、冷却剤として好ましく
は空気が使用される。したがって、本発明に係る熱の伝導または、それによって得られる
固形粒子の冷却は、他の材料特性、詳細には気体冷却剤と比べて大きい密度を理由として
冷却すべき表面上に合理的な力を用いても非常に不充分な形でしか分布できない液体噴霧
媒体を使用している技術とは根本的に異なるものである。
【００２３】
　本発明によると、コンベヤベルトとの接触によって加熱された冷却剤の少なくとも一部
は、搬送表面の反対方向に配向した側で抽出される。換言すると、加熱された冷却剤は、
搬送表面の直下の空間から抜き出され、こうして、システムから熱が除去される。
【００２４】
　こうして、本発明は、固形残渣出口の方向に固形残渣を搬送するのに役立つだけでなく
、冷却剤からまたは固形残渣を冷却するための冷却システムから固形残渣を空間的に分離
することをも可能にするコンベヤベルトに基づいている。
【００２５】
　これは、コンベヤベルトが本質的に冷却剤に対する不浸透性を有し、コンベヤベルトに
はその搬送表面の反対方向に配向した側にのみ冷却剤が作用するという事実によって達成
される。換言すると、冷却のために必要とされる冷却剤循環は、固形残渣が内部に配置さ
れている空間とは分離した１つの空間内でのみ行なわれる。こうして、本発明は、冷却剤
－固形物の混合物を回避する。
【００２６】
　特許文献２、特許文献３および特許文献５の教示とは対照的に意外にも、固形残渣から
気体冷却剤への熱の間接的伝導によって充分な冷却を得ることができるということが発見
された。詳細には、充分な冷却を達成するために、冷却剤との直接的接触も液体噴霧媒体
のさらなる使用も必要とされないことが発見されている。
【００２７】
　特許文献２、特許文献３および特許文献５に係る方法において発生し、かつ灰床上にま
たは灰床の内部を通って空気が導入されることで必然的に固形残渣の輸送中に空気－固形
物混合物が生成されるという事実によってひき起こされる粉塵発生の問題は、こうして本
発明を用いて回避することができる。最後に、こうして、固形残渣、詳細にはクリンカー
または灰を冷却するためのあまり手のかからない単純な方法が提供される。
【００２８】
　固形残渣を間接的に、すなわち固形残渣と冷却剤との間の直接的接触なく冷却すること
により、本発明はさらに、冷却システムを介して燃焼室に到達する停滞空気を可能な限り
少なくするように保証することができる。こうして、一次燃焼のために燃焼室に補給され
る空気量ひいては燃焼室内の温度をより良く制御することが可能になり、このことは燃焼
プラントのエネルギー収支に対してプラスの効果を有する。
【００２９】
　このことも同様に、無制御の量の空気が燃焼室内に導入されそのためにエネルギー収支
および焼却にとって有害である燃焼室内の温度降下が導かれる、特許文献２、特許文献３
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および特許文献５に係る構成と違っている。
【００３０】
　燃焼プラントの有利なエネルギー収支を目的として、同様に、本発明に係る方法の別の
好ましい実施形態によると、燃焼に必要とされる空気の加熱のために、加熱された冷却剤
を抽出後に加熱媒体として使用すること、あるいは、例えば隣接する全く異なる加熱プラ
ント内または別のタイプのエネルギー回収プラント内で、別の形でこの冷却剤を使用する
ことも想定可能である。
【００３１】
　上述の通り、冷却剤は気体、詳細には空気である。このため、特に水を冷却剤として使
用した場合に発生し得る潜在的な腐食の問題を有効に防止することが可能であり、したが
ってメンテナンスの費用をさらに最少化することが可能である。無水冷却法は、具体的に
はクリンカーの乾燥放出と組合さって、水処理コストが全く発生しないという追加の利点
を有する。
【００３２】
　したがって、本発明の特に好ましい実施形態によると、気体冷却剤のみが使用される。
詳細には、この実施形態によると、特許文献３の教示によると必須であるとみなされる液
体噴霧媒体は全く使用されない。したがって、特許文献３中にも同様に記載されている、
再利用の前に噴霧媒体を捕捉し清浄しなければならないという液体噴霧媒体の使用の結果
としてもたらされる問題は、本発明によると発生しない。
【００３３】
　本発明の１つの好ましい実施形態によると、コンベヤベルトには、作用の対象となるコ
ンベヤベルトの表面から３０ｃｍ未満、好ましくは２０ｃｍ未満そして最も好ましくは１
０ｃｍ未満の距離のところに少なくとも一部が配置されている気体ノズル開口部を介して
冷却剤が作用する。
【００３４】
　図面と併せて説明されている通り、冷却剤が抜き出される時に通る出口開口部は、少な
くとも部分的に、作用の対象となるコンベヤベルトの表面から類似の距離のところに配置
され得る。したがって、別の好ましい実施形態によると、出口開口部は、作用の対象とな
るコンベヤベルトの表面から３０ｃｍ未満、好ましくは２０ｃｍ未満そして最も好ましく
は１０ｃｍ未満の距離のところに配置される。その結果として、加熱された冷却剤は早く
抽出され、このことが最終的に冷却の最適化をもたらす。詳細には、この実施形態は、冷
却剤の流路を短く保つことを可能にし、こうして、加熱された冷却剤が搬送表面の反対方
向に配向したコンベヤベルトの側にある空間内に過度に長く滞留して冷却効率に対してマ
イナスの効果を及ぼし得る事態が回避される。
【００３５】
　上述の方法に加えて、本発明は同様に方法を実施するための搬送装置にも関する。
【００３６】
　方法に関連して記述した通り、搬送装置は、固形残渣を搬送するための搬送表面を伴う
コンベヤベルト、好ましくはエンドレスコンベヤベルトを含み、ここで、搬送装置は、固
形残渣を冷却するための手段をさらに含み、これらの手段は気体冷却剤を導入するための
冷却剤供給部と固形残渣（３２）により加熱された冷却剤の少なくとも一部を抽出するた
めの冷却剤排出部とを含む。
【００３７】
　コンベヤベルトは、本質的に冷却剤に対する不浸透性を有する。さらに冷却剤供給部お
よび冷却剤排出部は、冷却剤が搬送表面の反対方向に配向したコンベヤベルトの側のみと
接触するような形で構成されている。
【００３８】
　詳細には、冷却剤供給部は、コンベヤベルトが、搬送表面の反対方向に配向した側のみ
で冷却剤による作用を受けるような形で構成されている。
【００３９】
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　詳細には図と併せて説明されている通り、搬送装置は同様に、概して、コンベヤベルト
と共に、冷却剤供給部および冷却剤排出部が連結されている空間を包囲する細長いハウジ
ングを含んでいる。
【００４０】
　同様に図と併せて説明される通り、搬送装置またはそれが画定する搬送方向Ｆは、その
第１の区分内で水平方向に走行し、この区分に対し、対角線方向上に向けられた第２の区
分が連結し、固形残渣は詳細には第２の区分内で冷却剤により冷却されるということを、
想定することが可能である。
【００４１】
　特に好ましい実施形態によると、コンベヤベルトは、少なくとも２つのローラーの周り
で誘導され送りレーンおよび戻りレーンを伴う１つのループを形成するエンドレス搬送ベ
ルトである。これに関連して、固形残渣は、送りレーンの搬送表面上に収容され、搬送方
向Ｆに搬送される。
【００４２】
　本発明に関連して、送りレーンは、コンベヤベルトの引っ張られた側であるものと理解
され、一方コンベヤベルトの引っ張られていない緩んだ側は、戻りレーンを形成する。
【００４３】
　コンベヤベルトのこのような構造は、例えば、コンベヤベルトの幅全体にわたり延在し
重畳する金属プレートを用いて可能である。固形残渣と冷却剤の間の良好な熱伝導のため
には、例えば鋼製プレートが選択される。送りレーンの下の、冷却剤が内部を流れている
空間は、例えば金属シートの構造的構成を用いて最も効率良く封止することができ、この
金属シートは、側壁上に配置され送りレーンの縁部を超えて突出して金属シートと送りレ
ーン間の空隙を可能な限り小さく保ち、「整合」により高い流れ抵抗を達成するようにな
っている。
【００４４】
　冷却剤供給部と排出部の構造的構成については、多数の可能性が存在する。単純な一実
施形態には、各々がハウジングの側壁内に配置された対応する冷却剤入口に直接または供
給結合管を介して通じている冷却剤供給管内に冷却剤が分配される時に通りかつ、冷却剤
圧縮機に連結されている冷却剤供給分配管が含まれている。対応する側壁を介して、冷却
剤供給ノズル管は、送りレーン下の空間内に突出することができ、これらの管は、その最
上領域において、コンベヤベルト搬送表面の反対方向に配向した側に冷却剤が導入される
時に通る開口部を有している。
【００４５】
　冷却剤の排出に関して言えば、冷却剤の吸引を用いてまたは側壁内の冷却剤出口を通し
て、直接的にまたは排出結合管を介して対応する冷却剤排出管内へ加熱済み冷却剤を誘導
し、かつその後この加熱済み冷却剤を冷却剤排出収集管内で収集することを想定すること
ができる。
【００４６】
　詳細には同様に、搬送装置の冷却剤排出部と同じ側に、あるいはそれぞれの相対する側
に冷却剤供給部を配置することも想定可能である。したがって、冷却剤入口および冷却剤
出口は、同じ側壁内またはそれぞれの相対する側の側壁内に配置される。
【００４７】
　別の実施形態によると、送りレーンと戻りレーンとの間の空間は、送りレーンの平面に
対して本質的に平行に走る壁で分割されて、送りレーンとこの壁との間の隙間を形成し、
冷却剤供給部と冷却剤排出部をこの隙間に対して割当てる。この配置は、冷却剤が内部を
流れる空間のサイズを削減すること、ひいては冷却剤の所要量を削減することを可能にす
る。
【００４８】
　さらに、別の実施形態によると、送りレーンと戻りレーンとの間の空間は、搬送方向で
少なくとも２つの区画に分割され得、ここで各々のケースにおいて、導入されるべき冷却
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剤の量を制御するための少なくとも１つのバルブが、異なる区画に割当てられるかまたは
異なる区画に連結された冷却剤供給部および／または排出に対して割当てられる。送りレ
ーンと戻りレーンとの間の空間のこのような分割により、冷却または導入される冷却剤量
を必要に応じて局所的に適応できるように保証することが可能になる。
【００４９】
　本発明に係る方法に関連して記述した好ましい実施形態は、搬送装置の好ましい実施形
態も同様に表わしている。反対に、搬送装置に関連して説明された好ましい特徴は全て、
方法の好ましい特徴を表わす。
【００５０】
　詳細には、搬送装置は、冷却剤としての空気の使用向けに構成されている。方法につい
て記載された好ましい実施形態に対するさらなる類推において、冷却剤供給部には好まし
くは、作用の対象となるコンベヤベルトの表面、詳細には送りレーンの下側から３０ｃｍ
未満、好ましくは２０ｃｍ未満そして最も好ましくは１０ｃｍ未満の距離のところに少な
くとも一部が配置されている開口部を有する気体ノズルが含まれている。
【００５１】
　図に関連して以下で論述する通り、１つの特に好ましい実施形態によると、気体ノズル
は、冷却剤供給ノズル管の形をしている。これらの冷却剤供給ノズル管は、冷却剤供給管
に連結され、その最上位領域内にノズル管開口部を有する。
【００５２】
　この点において、コンベヤベルトの幅全体にわたり分布した形で多数の気体ノズル開口
部を配置して、冷却剤が幅方向でもできる限り均等に作用ように保証することがさらに好
ましい。気体ノズルが冷却剤供給ノズル管の形をしている場合には、これらは搬送方向に
対し横断方向に、すなわちコンベヤベルトの幅方向に走行していることが好ましい。
【００５３】
　言及した通り、本発明の方法および搬送装置は、詳細には、特に燃焼室内の燃焼プロセ
スの端部において結果としてもたらされるクリンカーの冷却についての、廃棄物の燃焼に
関連する。
【００５４】
　別の態様によると、本発明はこうして、上述の搬送装置を収納する廃棄物燃焼プラント
にも関する。
【００５５】
　本発明は、添付図面を参照して、さらに明らかにされる。
【図面の簡単な説明】
【００５６】
【図１】燃焼室、廃棄物供給部、燃焼火格子、粗クリンカー廃棄シュートおよび本発明に
係る方法を実施するための搬送装置を含む廃棄物燃焼プラントの炉を示す。
【図２】斜視図で表わした本発明に係る搬送装置の断面図を示す。
【図３】搬送表面の下で冷却剤を注入しかつ同時に排出するための、ハウジング無しの本
発明に係る搬送装置の一部の詳細図を示す。
【図４】ハウジングを伴う、図３に対応する本発明に係る搬送装置の一部の詳細図を示す
。
【発明を実施するための形態】
【００５７】
　図１に示されているように、廃棄物燃焼プラントは、燃焼室２を含み、その上流側には
、隣接する廃棄物シュート６を伴う廃棄物供給部４が組付けられる。燃焼室２は、燃焼火
格子(combustion grate)１０を含み、この燃焼火格子は、図示された実施形態においては
、４つの火格子区分（図示せず）に分割され、一次空気供給部１１を介して一次空気の供
給を受けている。具体的には、漏斗形の火格子下空気室１４ａ、１４ｂ、１４ｃ、１４ｄ
が、火格子区分の各々の直下に配置され、この空気室は各々、その室内に開放した一次空
気供給ライン１６を有し、対応する一次空気ダクトを介して燃焼火格子１０を通り燃焼床
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まで一次空気を供給するように設計されている。
【００５８】
　火格子の構造に起因してつねに火格子を通過して落下する細クリンカー成分は、それぞ
れの火格子下空気室１４ａ～１４ｄの漏斗ネック１２ａ～１２ｂを介して搬送装置１上に
廃棄され、この搬送装置がそれらを搬送方向Ｆで固形物出口１７まで搬送する。より大き
いクリンカー片を含む残留クリンカーは、粗クリンカー廃棄シュート１５に到達する。
【００５９】
　図２に示されているように、搬送装置は、コンベヤベルト３８を含み、このコンベヤベ
ルトは、図示された実施形態においては、支持ローラー３３上で誘導され送りレーン３０
（その搬送表面３７上で、具体的にはクリンカーの形で存在する固形残渣３２が収容され
搬送方向Ｆに搬送される）と戻りレーン３１とを形成するエンドレスコンベヤベルトの形
をしている。
【００６０】
　図１に示された実施形態によると、搬送装置は第１の区分内で水平に走行し、この第１
の区分に対して、対角線方向上方に走行して内部でクリンカー３２１の冷却が行なわれる
第２の区分が連結されている。
【００６１】
　図１に示された具体的実施形態においては、冷却剤が、冷却剤供給部４０を介してコン
ベヤベルト３８の搬送表面３７の下に導入される。冷却剤供給部４０は、原則的に、冷却
剤圧縮機４４に連結されている冷却剤供給分配管４１を含み、この冷却剤供給分配管４１
を通って、詳細には図２に示されているように各々のケースにおいて場合によって結合管
を介して対応する冷却剤入口４２ａ～４２ｈへと導く冷却剤供給管４３ａ～４３ｄ内に冷
却剤が分配される。
【００６２】
　コンベヤベルト３８との接触によって加熱された冷却剤の少なくとも一部は、冷却剤排
出部を通して抽出される。冷却剤排出部は、原則として、冷却剤出口を含み、この出口を
通って各々の場合において、戻りレーン出口に割当てられた冷却剤排出管を介して冷却剤
が抽出される。冷却剤排出管は、冷却剤排出収集管内に通じている。
【００６３】
　当然のことながら、異なる数の冷却剤入口および出口の選択し、異なる幾何形状の冷却
剤供給部および排出部ならびに搬送装置に沿ったその異なる配置を選択することも同様に
想定可能である。
【００６４】
　固形物出口１７は、コンベヤベルト３８の搬送方向Ｆで見た場合の端部に連結し、図示
された実施形態では、冷却されたクリンカー３２が中に廃棄される廃棄シュートの形をし
ている。
【００６５】
　搬送装置内で本発明にしたがって行なわれる冷却、および対応する冷却剤供給部および
冷却剤排出部についてさらに図２を参照しながら例示する。
【００６６】
　図２に係る断面図に示されているように、搬送装置１は細長いハウジング３９、冷却剤
入口（そのうち２つの冷却剤入口４２ｃおよび４２ｄのみが図示されている）、冷却剤出
口（そのうち冷却剤出口２２ｃのみが部分的に示されている）、および冷却剤供給ノズル
管４５ａ～４５ｄを有する。
【００６７】
　コンベヤベルト３８の送りレーン３０および戻りレーン３１は１つのループを形成し、
このループは、ハウジング３９の横方向側壁３９１および３９２と共に、１つの空間を包
囲する。冷却剤は、例えば４３ｂなどの対応する冷却剤供給管を介して、冷却剤供給ノズ
ル管４５ａ～４５ｄに供給される。これらの冷却剤供給ノズル管を介して、冷却剤は、コ
ンベヤベルト３８の搬送表面３７の反対方向に配向した側で、空間４７内に導入される。
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【００６８】
　図２に断面で示された冷却剤供給ノズル管は、概して、側壁に対し直角で配向され、こ
の図においては、明確さを期してわずかに歪曲した斜視図で再現されている。
【００６９】
　図３に示されている開口部２５ｄを伴う冷却剤出口２２ｄなどの冷却剤出口上の開口部
は、冷却剤排出収集管２１まで、コンベヤベルト３８との接触によって加熱された冷却剤
の少なくとも一部を排出するのに役立つ。図３に係る純粋に例示的な表現は、搬送表面の
反対方向に配向した側に空気が導入される時に通る４つの冷却剤供給ノズル管４５ａ～４
５ｄに対して冷却剤入口４２ｄを介して連結されている供給結合管４６ｂを示す。具体的
に示された実施形態において、冷却剤供給ノズル管４５ａ～４５ｄは、冷却剤入口４２ｄ
の反対方向に配向したその端部で閉鎖され、その最上領域において、コンベヤベルト３８
の幅全体にわたり分布した形で冷却剤が導入される時に通る４つのノズル管開口部３６ａ
～３６ｄを各々の場合において有している。
【００７０】
　コンベヤベルト３８との接触により加熱された冷却剤の少なくとも一部分は、冷却剤出
口２２ｄ上の開口部２５ｄを用いて、冷却剤排出収集管２１へと排出される。
【００７１】
　当然のことながら、冷却剤供給ノズル管および開口部の異なる配置、断面形状および数
を選択することも同様に可能である。同様に、冷却剤供給ノズル管がコンベヤベルトの幅
全体を網羅していないことも、想定可能である。別の実施形態において、冷却剤供給管は
、冷却剤供給ノズル管に連結されず、単に入口にある開口部を介して空間４７内に通じて
おり、こうして冷却剤を導入しているにすぎない。
【００７２】
　図４は、空気供給部の一具体例で表わし、ハウジングを伴う図３に対応する。すなわち
、側壁３９２内に配置された２つの冷却剤入口４２ｃおよび４２ｄが、供給結合管４６ｂ
を介して冷却剤供給管４３ｂに連結されている。この構造ユニットは、図１の実施形態に
おいて４回反復されている。これらは、各々の場合において、同じ冷却剤供給分配管４１
に連結されており、この冷却剤供給分配管４１を通して冷却剤圧縮機４４が送りレーンの
下で空間４７内に冷却剤を補給する。
【符号の説明】
【００７３】
　１　　　　　　　　　搬送装置
　２　　　　　　　　　燃焼室
　４　　　　　　　　　廃棄物供給部
　６　　　　　　　　　廃棄物シュート
　１０　　　　　　　　燃焼火格子
　１１　　　　　　　　一次空気供給部
　１２ａ～１２ｄ　　　漏斗ネック
　１４ａ～１４ｄ　　　火格子下空気室
　１５　　　　　　　　粗クリンカー廃棄シュート
　１６　　　　　　　　一次空気供給ライン
　１７　　　　　　　　固形残渣出口
　２０　　　　　　　　冷却剤排出部
　２１　　　　　　　　冷却剤排出収集管
　２２ａ～２２ｈ　　　冷却剤出口
　２３ａ～２３ｄ　　　冷却剤排出管
　２５ｄ　　　　　　　冷却剤出口開口部
　２６ｂ　　　　　　　排出結合管
　３０　　　　　　　　送りレーン
　３１　　　　　　　　戻りレーン
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　３２、３２１　　　　固形残渣、クリンカー
　３３　　　　　　　　コンベヤベルトの（支持）ローラー
　３６ａ～３６ｄ　　　ノズル管開口部
　３７　　　　　　　　搬送表面
　３８　　　　　　　　コンベヤベルト
　３９　　　　　　　　搬送装置のハウジング
　３９１、３９２　　　ハウジングの側壁
　４０　　　　　　　　冷却剤供給部
　４１　　　　　　　　冷却剤供給分配管
　４２ａ～４２ｈ　　　冷却剤入口
　４３ａ～４３ｄ　　　冷却剤供給管
　４４　　　　　　　　冷却剤圧縮機
　４５ａ～４５ｄ　　　冷却剤供給ノズル管
　４６ａ～４６ｄ　　　供給結合管
　４７　　　　　　　　空間
　Ｆ：　　　　　　　　搬送方向

【図１】 【図２】
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